
2024年 2月 8日 

日本原燃株式会社 

再処理施設／廃棄物管理施設 説明グループ１（構造）の見直し方針について 

2023 年 11 月 30 日に提出した共通１２（再処理施設／廃棄物管理施設 説明グループ

１（構造））については，12月 6日のヒアリングにおいて主に基本設計方針の要求事項を

踏まえて構造設計等として説明すべき事項が明確に記載できていないことや設計上の考

慮が十分ではないなどのご指摘をいただいている。 

ご指摘を踏まえ，説明すべき事項の明確化，設計上の考慮すべき事項について資料に記

載し，各コメントに対する対応状況を添付１に整理した。 

なお，添付１では構造設計等の説明に関連する主要なコメントに対する対応方針の説

明として共通１２資料３に対する対応について記述する。 

代表選定に係る事項や，申請対象設備と条文の関係を再整理して必要な情報を追加す

ることや申請対象設備リストの変更点の整理などの対応（資料１関係），廃棄物管理施設

の特徴的な設備（収納管など）を代表に整理するなどの対応（資料２関係）については，

今後再提出する共通 12（再処理施設／廃棄物管理施設 説明グループ１（構造））を用い

て説明する予定。 

以上 

：商業機密の観点から公開できない箇所

【公開版】
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変更前 変更後
【コメント①】 
・地下⽔排⽔設備について、電源系など他の設備が絡むような記載が薄いため整理すること。

【対応⽅針①】 
・電源機能について、安全上重要な施設へ電⼒を供給するための電気設備に悪影響を及ぼさないよう、電気的な隔離装置を設
ける設計であること等の具体を P2 に追加。
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変更前 変更後 
【コメント①】（続き） 
・地下⽔排⽔設備について、電源系など他の設備が絡むような記載が薄いため整理すること。 

【対応⽅針①】（続き） 
・電源機能について、安全上重要な施設へ電⼒を供給するための電気設備に悪影響を及ぼさないよう、電気的な隔離装置を設
ける設計であること等の具体を P2 に追加。 

−（新規追加） 
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変更前 変更後 
【コメント②】 
・⻯巻防護の固縛（マンホール固定）について、どういった条件下で⾶来物となり得るのかを記載する。右の⾞両固縛についても、
SA 設備に対する措置と同様であるならば、その関係も資料上読めるように修正する。 

【対応⽅針②】 
・⻯巻により，鋼製材より運動エネルギ⼜は貫通⼒が⼤きくなる資機材等が，設計⾶来物とならないように固定固縛等を⾏う考え⽅は
資機材と可搬型SAで同様であり，DB／SA統合の観点から，固定・固縛の措置を具体で⽰している可搬型SA設備を代表として修
正。（下図は固縛の例であり、固定についても可搬型SA設備を代表として作成） 
・なお、マンホール等の資機材については、設計⾶来物である鋼製材より運動エネルギ⼜は貫通⼒が⼤きくなるものについて固定措置を
⾏っている。（代表以外の説明であるため補⾜説明資料で説明） 
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変更前 変更後 
【コメント③】 
・落雷の図⾯について、システムと構造で同じ図⾯が使⽤されているため、同じ図であれば類型し統合するなど、説明したいことに
適したものに修正する。 

【対応⽅針③】 
・新 JIS に基づいた設計条件としていることが説明⽬的であることを考慮し，説明が明確になるよう図⾯を概要図に差し替え、配
置や接続の考え⽅を追記。また、システムと構造の図は説明が重複していたため、システム側で合わせて説明する構成とした。 

 

 

 

  

統合 
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変更前 変更後 
【コメント④】 
・「絶縁増幅器⼜は継電器」として“⼜は”でつないでいる表現は、使い分ける条件（どういう場合にどちらを使うのか）がわかるよう
に修正する。また、ケーブルの⽚端接地、両端接地、光伝送ケーブルをどう使い分けているかがわかるように修正する。 

【対応⽅針④】 
・絶縁増幅器（ディストリビュータ）、継電器（リレー）、⽚端接地、両端接地及び光伝送ケーブルの使い分けについて、電気信
号（アナログ、デジタル）⼜は光信号による使い分けの違いがあることの説明を追加。 

  

  



6 
 

 
変更前 変更後 

【コメント④】（続き） 
・「絶縁増幅器⼜は継電器」として“⼜は”でつないでいる表現は、使い分ける条件（どういう場合にどちらを使うのか）がわかるよう
に修正する。また、ケーブルの⽚端接地、両端接地、光伝送ケーブルをどう使い分けているかがわかるように修正する。 

【対応⽅針④】（続き） 
・絶縁増幅器（ディストリビュータ）、継電器（リレー）、⽚端接地、両端接地及び光伝送ケーブルの使い分けについて、電気信
号（アナログ、デジタル）⼜は光信号による使い分けの違いがあることの説明を追加。 
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変更前 変更後 
【コメント⑤】 
・安全避難通路について、標識がどれを指すのか、また、⾮常灯と誘導灯の種別が図⾯上で分かりにくいため、⾒やすくなるよう⼯
夫する。 

【対応⽅針⑤】 
・誘導灯及び⾮常灯については避難⽤照明の内数であることから、その旨が分かるよう⽤語を適切に修正するとともに、照明の種
類ごとに⾊分けを⾏い⾒やすさを向上した。 
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変更前 変更後 
【コメント⑥】 
・地下⽔排⽔設備について、防護蓋の有無や仮に閉塞したとしても流路が確保できることの説明がないため追加する。 

【対応⽅針⑥】 
・流路確保ピットについては流路の⼀部を形成するものであり、地震起因による流路閉塞のおそれがある流路確保ピットには、ピッ
ト上部に防護蓋を設けることで流路の閉塞を防⽌する設計としていることを明確化。 
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変更前 変更後 
【コメント⑦】 
・建物の評価対象部位に対する構造説明が不⾜している。どのような構造であるかが分かるように図を修正する。 

【対応⽅針⑦】 
・評価対象部位に対し、評価を担保するための具体的な構造情報（材料、配筋など）を明⽰するよう修正。 
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変更前 変更後 
【コメント⑧】 
・フィルタ部以外に外気と繋がる経路があるように読める（平⾯図下部に図⽰しているドアが開放状態である、など）。常時閉で
あるならば、それが分かるように図を修正する。また、配置設計に対する説明になっていないため、再精査する。 

【対応⽅針⑧】 
・外気がフィルタ以外の経路から取り込まれないことが分かるように図を適正化する。 
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変更前 変更後 
【コメント⑨】 
・図で何を説明したいのかの趣旨が不明確。敷地の標⾼、敷地までの距離など、適合のための設計内容を明確化すること。 

【対応⽅針⑨】 
・標⾼と海岸からの距離（津波が到達する可能性のない配置であること）を追記。 
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変更前 変更後 
【コメント⑩】 
・吹き上げ構造を⽰す図として同じものを⽰している。類型し纏めることが可能ではないか。また、降下⽕砕物に対する構造設計
であるが、積雪に対する考慮も兼ねていることが読めない。 

【対応⽅針⑩】 
・各建屋からの廃ガスを排気⼝から吹き上げることにより降下⽕砕物及び雪が侵⼊し難い構造であることの説明が⽕⼭とその他で
分かれていたため関連するものを纏めて記載するとともに，また主排気筒底部の構造説明と合わせて説明するよう図の差し替えを
実施。 

 

 

  

主排気筒底部の
構造説明の図と

統合 
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変更前 変更後 
【コメント⑪】 
・説明⽬的を達成するための図になっていない（着⽕源排除、漏えいガスが停滞しない構造）。 

【対応⽅針⑪】 
・可燃性ガスが漏えいした場合にも停滞しないよう、屋根部をガラリ構造としていること。また、ボンベ庫内の⽔素漏えい検知器等
について、着⽕源とならないよう接地⼜は防爆構造としていることを明確化。 
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変更前 変更後 
【コメント⑫】 
・タイトルがおかしい（「冷却塔の設置及び配置場所の設置及び配置場所」となっている）。 

【対応⽅針⑫】 
・コメントのとおりタイトルを修正（誤記修正）  他のページも同様に修正 
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変更前 変更後 
【コメント⑬】 
・資料３②の説明順番を考慮して，⽕炎の設定の説明を始めに説明するなど資料の構成を⾒直すこと。 

【対応⽅針⑬】 
・資料３②の説明順番を考慮し，⽕炎の想定位置及び耐⽕被覆に係る塗装の範囲，遮熱板及び耐⽕被覆（塗装）の構
造，耐⽕被覆に係る仕様の順番に資料構成を⾒直し。 
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変更前 変更後 

【コメント⑭】 
・⽕炎中⼼の線が適切に記載されていない（線の⾓が⾓ばっている）ため、正確に記載すること。 

【対応⽅針⑭】 
・旧図が安全冷却⽔ B 冷却塔の図であったため、新設の安全冷却⽔ A 冷却塔に変更するとともに，⽕炎中⼼の線を適切に⾒
直し（線の⾓が⾓ばらないように⾒直し）。 
・併せて，配管の⽀持を考慮した基礎の形状が明確になるように記載を追加。 
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変更前 変更後 
【コメント⑮】 
・資料３③に「既認可からの変更点⼀覧表」を添付しているが，資料３③で本来整理すべき事項を踏まえて，どのような理由で
変更しているのかを変更内容ごとに整理すること。また、具体の機器の説明は補⾜説明資料で詳細を説明すべき。 

【対応⽅針⑮】 
・既認可からの変更点の内容が保安器の追加とアイソレータの追加の２つであるため、それぞれに対する変更理由を追加。また、
変更対象の⼀覧表については、説明内容を類型し代表で説明する共通１２の考え⽅と合致していないことから、補⾜説明資料
での説明とし、資料３からは削除。 

 

 
 
 
 
 

（削除） 
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変更前 変更後 
【コメント⑯】 
・主排気筒は筒⾝及び鉄塔で捕捉した電撃電流を⼤地に放流する設計としているが，筒⾝と鉄塔との接続状態がわからないた
め明確にすること。 
・主排気筒で捕捉した電撃電流を⼤地に放流する経路上に隣接している⾶来物防護板に対して接地の対策を実施する必要
があるのかを整理すること。 
・主排気筒の制震オイルダンパーが直撃雷の影響を受けるおそれがないか整理すること。 

【対応⽅針⑯】 
・主排気筒の筒⾝と鉄塔は端⼦及び引出導線で接続していることを追加。 
 
・主排気筒で捕捉する電撃電流の分流を考慮して，⾶来物防護板に接地の対策を実施することを追加。 
 
・主排気筒の制震オイルダンパーが直撃雷の影響を受けることがないことの考え⽅（外殻であるシリンダの⽅が抵抗が低いこと及び
オイル封⼊時に脱気処理を施していることから酸素が存在しないため発⽕することはないこと）を追加。 
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変更前 変更後 
【コメント⑰】 
・⽀持架構のブレース材の⼀部で耐⽕被覆施⼯範囲が部分的になっている箇所があるが，部分的に施⼯することの考え⽅を明
確ではない。 

【対応⽅針⑰】 
・該当する⽀持架構のブレース材は，２つの部材で構成されており，⽕災中⼼に近い部材のみが耐⽕被覆の施⼯範囲となるこ
との説明を追加。 
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変更前 変更後
【コメント⑱】 
・建屋排⾵機を代表としているが、⻯巻では開⼝部との関係もあるため、なぜこれを代表としたのかの考え⽅を含めて再整理するこ
と。

【対応⽅針⑱】 
・建屋開⼝部に対する設計上の配慮事項を説明するため、複数の設計内容を有する制御建屋を代表とし説明することとした。
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変更前 変更後
【コメント⑲】 
・発電機装置以外は剛構造を基本とあるが、本当にそうであるか事実を確認し、必要に応じて記載を修正する。

【対応⽅針⑲】 
・排⽔配管については剛構造ではないため、その旨が分かるよう明確化。
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変更前 変更後
【コメント⑳】 
・「⼗分な離隔距離」の考え⽅を明確に記載すること。

【対応⽅針⑳】 
・「⼗分な離隔距離」を確保する設計の前提条件となる落下を想定する航空機の最⼤⻑さ（約 20ｍ）を追加。




